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山村振興法概説 まとめ

○ 総務省・農林水産省・国土交通省の３省共管

〇 昭和40年に議員立法により10年間の時限立法として制定

〇 昭和50年から平成27年にかけ、５度の期限延長

○ Ｓ25市町村単位（Ｓ35時点の人口密度と林野率の基準）で指定

〇 現行法（平成27年延長・改正）期限は令和７年３月31日

〇 山村振興(法)の意義 ▶ 第２条の２基本理念（Ｈ27改正時に創設）

 ・国土保全、水源涵養、自然環境保全等の多面的機能発揮・維持のため森林等保全を旨とする

 ・産業基盤等整備、産業育成、就業機会の創出、地域間交流促進等を図る

○ 山村振興計画に基づき山村活性化支援交付金の活用、基幹道路の都道府県による整備が可能

→ Ｈ27改正を踏まえた山振計画の作成が必要

法改正に向け議論開始 ！

資料p.4-5 参照
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○ 計画作成・変更参考資料 ➡ ・３省通知

 ・全国山村振興連盟ＨＰ掲載「作成のつぼ」

〇 既存の各種計画（過疎計画や総合計画）からの引用記載でほぼ完成

〇 山村活性化支援交付金の活用、基幹道路の都道府県整備には「Ⅳ 振興施策」に次の記載が必須

➡ ① 交通施策

③ 産業基盤施策

⑤ 地域資源の活用に係る施策

○ 都道府県への事前協議により、期限の調整を

○ 山振法上、山村振興計画の議会承認は規定していない（議会承認の要否は市町村判断）

山村振興計画の作成 まとめ

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/s_houritu/pdf/tuuti.pdf

http://sanson.or.jp/wp/wp-content/uploads/分かり易い山村振興計画の作り方（作成のつぼ）.pdf

３省通知（山村振興基本方針及び山村振興計画の作成及び実施について（H27.6.5））：

作成のつぼ：
２
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○ 山村活性化対策事業（個別振興山村地域への支援）

 商談会開催等事業＝山の恵みプロジェクト（Ｒ６）（全国事業）

○ 山村活性化対策事業・・・地域資源を活用した特産品・サービスづくり

・ソフト支援

・資源調査→人材育成→商品開発→販売促進まで対象

・１千万円／年間 ×３年間、定額＝100％支援

・山村振興計画（Ｈ27法改正踏まえたもの）が必要

〇 山村活性化対策事業の提案書作成には、募集告知の「早わかり」を参考に

○ 山の恵みＰＪ＝山村活性化対策事業の Before と After 支援

内容 ① Before 基礎講習・ＷＳ

② After 商談会・サポートセミナー＋販売会

山村活性化支援交付金の活用 まとめ

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/R6bosyu2.html

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/attach/pdf/R6bosyu2-7.pdf

募集告知（第二次）：

早わかり（申請書類作成編）：

資料p.7-11 参照
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山村振興法 構造
（昭和40年法律第64号）

第１条 目的

第２条 定義

第２条の２ 基本理念

第22条 国土審議会の調査審議

第23条 主務大臣等

総則的な規定

第３条 目標

第４条 国の施策

第５条 地方公共団体の施策

目標と施策方針

山村振興のための具体的措置

第６条 調査

第７条 指定

第７条の２ 山村振興基本方針

第８条 山村振興計画

第８条の２ （計画作成に関する）国

の援助

第８条の３ 山村振興計画の変更

第８条の４ 報告の徴収（計画に産業

振興施策促進事項がある場合）

第８条の５ 措置の要求（同上）

第８条の６ 林業・木材産業改善資金

助成法の特例

第８条の７ 補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律の特例

第８条の８ 農地法等による処分につ

いての配慮

第８条の９ 中小企業者に対する配慮

第９条 山村振興指針の勧告

第10条 山村振興計画に基づく事業の

助成等

第10条の２ 地方債についての配慮

第11条 基幹道路の整備

第14条 地方税の不均一課税に伴う措

置

第17条 日本政府金融公庫からの資金

の貸付け

第18条～21条の３ 情報・通信体系、

再エネ利用、医療確保、介護、高齢

者施設、地域文化、交流、鳥獣害防

止、教育環境整備等に関する配慮

※ 第12条、13条、15条及び16条は削除 ４



山村振興法 措置

・農林漁業者等作成の経
営改善・振興計画を都
道府県知事が認定

・認定計画の実施に必要
な資金を貸付

日本政策金融公庫
貸付(第17条)

・都道府県が作成

・主務大臣に提出 ( ⇒ 関係府省庁)

山村振興基本方針(第7条の2)

・計画事項

・市町村が都道府県と協議の上、作成

・主務大臣に提出 ( ⇒ 関係府省庁)

山村振興計画(第8条)

・国は、計画に基づく事業の円滑実施のため、関係地方公共団体の財政事
情等につき配慮して、助成その他必要な措置（第10条）

・計画に基づく地域資源の活用による特産物の生産等の事業に取り組む者
への助成 (第10条第2項)

・基幹道路の都道府県代行制度 (第11条)

計画に基づく事業の助成等

基づき

基づき

振興に必要な事業の補助
条件の改善等の措置

事業の円滑実施の
ための助成等(第４条)

・補助率アップ

・採択基準の緩和等

・産業振興施策促進事項の策定 (第８条第３項)

・林業木材産業改善資
金の償還/据置期間
延長 (第８条の６)

・補助金等予算執行の
適正化に関する法律
の特例 (第８条の7)

産業振興施策
促進事項の特例

山振計画
必要 不要
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山村振興計画の作成・変更 手続（基本形）

※産業振興施策促進事項を記載する場合は、手続きが異なります。

様式２-１：計画(案)（変更反映版）
様式２-５：一部変更計画(案)
様式３-１：参考資料（変更反映版）
様式３-２：計画変更に係る参考資料

B
計画変更

様式２-１：計画(案)
様式３-１：参考資料

A
新規作成

市町村

HP等公表
《努力規定》

都道府県に「計画(案)」等（ Ⓐ・ Ⓑ のいずれか）を協議

都道府県からの「同意文書」の受理

主務大臣に提出：都道府県で取りまとめの上 or 各市町村個別に、農林水産省に提出
Ⓐ・ Ⓑ のいずれか（ただしいずれも(案)が取れたもの）及び

都道府県からの「同意文書」の写し （農林水産省）

（都道府県）

＜事前にご相談を＞

６



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．山村活性化対策事業
山村振興法に基づき指定された振興山村において、農林水産物等の消費の拡大

や域外への販売促進、付加価値の向上等を通じた地域経済の活性化を図るため、
山村の特色ある地域資源の潜在力を再評価し、それらを地域ぐるみで活用するため
のソフト面の取組（組織・体制づくり、人材育成、付加価値向上等）を支援します。

【事業期間：上限３年間、交付率：定額（上限1,000万円/地区）】

２．商談会開催等事業
① 商談会開催支援

バイヤー等との商談会や販売会の開催など、山村の地域資源を活用した商品の販
路開拓に向けた取組を支援します。

② 山村振興セミナー支援
地域資源を最大限活用した新ビジネスをより効果的に創出するため、商品づくりに
必要なマーケティングのノウハウに係る基礎講習、ビジネスモデル作成に関する実践力
を養う企画コンペ形式のワークショップの実施を支援します。

【事業期間：１年間、交付率：定額】

＜対策のポイント＞
山村の活性化を図るため、山村の特色ある地域資源の活用等を通じた所得・雇用の増大を図る取組を支援します。

＜事業目標＞
  中山間地域の特色を活かした営農と所得の確保に取り組み、事業目標を達成した地区の創出（350地区［令和７年度まで］）

＜事業の流れ＞

農山漁村振興交付金のうち
山村活性化支援交付金 【令和６年度予算額 780（780）百万円】

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-6744-2498）

地域資源の賦存状況・利用形態等の調査

資源量調査、文献調査、聞き取り調査
地域資源の管理・保全形態等調査 等

地域資源を活用するための
 合意形成、組織づくり、人材育成

住民意向調査、地域住民によるワークショップ開催
資源活用の推進体制・組織の整備、実施計画づくり  

等

地場農林水産物を使った地域産品づくり
既存の直売所等と連携した販売促進、地域ブランドづくり
商品パッケージ等のデザイン検討、ECサイトの立ち上げ 等

2.①商談会開催支援

山村地域の参加者とバイヤー等との商談会・
販売会の開催・運営、販売力向上セミナー 等

農林水産業を核とした山村の所得・雇用の増大
に向けた取組の推進

現地調査

合意形成・計画づくり

地域産品の加
工・商品化

地域資源の消費拡大や販売促進、
 付加価値向上等を図る取組

商談会の開催

１．山村活性化対策事業

2.

②
山
村
振
興
セ
ミ
ナ
ー
支
援

外部専門
家による
マーケティン
グに関する
基礎講習

ビジネスモデ
ル作成に関
する企画コ
ンペ形式
WS

地域資源を活
用したビジネス
創出の支援

定額

定額

市町村、地域協議会 （１の事業）

（２の事業）

国
民間団体等

（民間企業、一般社団法人を含む）
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Ｇ

③ 商談会支援セミナー

④ 展示商談会

⑤ 販売会

商談会開催

既に開発した

商品・サービスの

売上向上を目指す

人たち向けの支援

これから、地域なら
ではの

新商品を開発したい

人たち向けの支援

山村振興セミナー

山村活性化支援交付金の全体構造

① マーケティング基礎講習

② ビジネスモデル
作成ワークショップ

ＧＯＡＬ! 多面的機能の維持・発揮農業生産活動の継続➡ ⬅森林資源の循環利用

１. 山村活性化対策事業：
地域資源を活用した商品・サービス開発に係る各地域の取組

基礎講習
ワークショップ

セミナー
展示
商談会

商品開発

⑥ サポートセミナー

商
談
会
開
催
等
事
業

Ｒ
６
山
の
恵
み
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

所得・雇用の増

商品開発といっても
ノウハウも人材もないし

２.

８



１．山村活性化対策事業 支援内容・助成対象

地域資源を活用した当該山村地域ならではの特産品・サービス※の開発・販売等に係る下記取組を支援

※ 他の地域の資源・商品により簡単に代替され得ない高付加価値商品 

資源量調査・資源確保策対応：地域資源の賦存状況・利活用状況調査、栽培講習会等

人材育成：地域ワークショップ開催、技術取得・技術普及向け研修会実施等

商品開発・既存商品改良等：地域資源を活用した新商品開発（既存商品改良）、
市場調査（試験販売）、名物メニュー・観光プログラム開発、モニターツアー実施等

販路開拓・拡大：キャッチコピー作成、ブランディング戦略検討、広報活動、展示商談会出展、
HP（ECサイト）立ち上げ等

支援内容

役務費、委託料、資材等購入費、機械賃料、人件費、旅費 等

（補助率：１地区当たり上限 年間 1,000万円 × ３年間まで（定額＝100％））

助成対象

９



● 山村振興計画（H27法改正を踏まえたもの）が作成されていること 

● 振興山村の地域資源を活用し、振興山村の所得・雇用を増大する取組であること

（雇用、販売額等の増大に関する目標を設定）

● 振興山村を有する市町村 

● 振興山村を有する市町村を構成員に含む地域協議会※

パターン１（理想形）

振興山村

資源生産

道の駅・スーパー等

ネット販売
ふるさと納税返礼品

製造加工利益還元

パタンー２（実施可能）

振興山村

資源生産 製造加工

非振興山村
利益還元

１．山村活性化対策事業 実施要件・実施主体

事業実施要件

事業実施主体

※ 市町村役割：経理事務の監督

10

本取組により、山村の資源が活用され、結果的に利益が山村に還元さ
れるなら、山村外での加工製造でも実施可能

道の駅・スーパー等

ネット販売
ふるさと納税返礼品



２．山の恵みプロジェクト 令和６年度スケジュール・概要

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

参加募集

⑤ 販売会：出店募集

９
月

④ 展示商談会：
出展募集

大阪インターナショナル・
ギフト・ショー 

9/12～13

２
月④ 展示商談会：出展募集

東京インターナショナル・
ギフト・ショー2025春 

R7 2/12～14

「
山
の
恵
み
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

参
加
者
募
集
中
！

① マーケティング基礎講習

③ 商談会・販売会セミナー

⑥サポートセミナー

① 基礎講習

商品・サービスの開発・製
造・販売に関する基礎知識
の習得

対象：山村活性化対策事業
実施前・開始初期の方

② ワークショップ

専門家支援のもと、事業計
画をグループで企画

対象：山村活性化対策事業
実施前の方

③ 商談会セミナー

商品・サービスの売り方、見
せ方、伝え方のノウハウの習
得

対象：④・⑤の参加者等 

④ 展示商談会

共同出展により、効率的・
効果的に、取引・連携企業
と商談

対象：振興山村の特産品を
扱う事業者等

⑤ 販売会

都会の消費者に対し、山村
の商品を直接販売し、山村
ファンを獲得

対象：振興山村の事業者・
生産者

⑥ サポートセミナー

事業継続における様々な課
題解決を目指したセミナー

対象：山村活性化対策事業
完了・実施中の関係者

② ビジネスモデル作成ワークショップ

11
月

11

６/14:募集締切

山の恵み
マルシェ

前期７～９月：全６回 後期１０～１月：全６回

前期７～９月：全６回 後期１０～１月：全６回

前期７～８月：全４回 後期１０～１２月：全４回

詳しくは９月
頃のご案内

山の恵みプロジェクト
特設サイト

評価会 評価会

詳しくは７月
頃のご案内



本資金は、「振興山村」又は「過疎地域」の農林漁業者等が、その地域の自然的、経済的条件に適応した経営の改善や
農林漁業の振興を図ることにより、所得の安定確保、地域の活性化等を実現するために必要な長期低利の資金を融
資する。

目的

農林漁業者、農協、森林組合、水産業協同組合、農林漁業者の組織する法人等

貸付対象者

都道府県知事の認定を受けた「農林漁業経営改善計画」又は「農林漁業振興計画」に基づき実施。
（１）農業関係：果樹、花木等の新植・改植、搾乳牛、繁殖用の肉用雌牛等の購入、農舎、畜舎、農産物処理加工施設、農
機具等の改良、造成又は取得
（２）林業関係：素材、樹苗又は特用林産物の生産、林産物の処理加工等に必要な機械その他の施設、林業生産環境
施設（簡易給排水施設、集会施設等）等の改良、造成又は取得
（３）漁業関係：漁船（20トン未満）、養殖施設、漁業生産環境施設等の改良、造成又は取得
（４）その他

① （１）～（３）の施設で農林漁業者の共同利用に供するものの改良、造成又は取得
② 農林地を保全する事業の開始に必要な事務管理用備品及び資材の取得

※（１）～（３）の施設にエネルギーを供給するための目的で設置する
太陽光、バイオマスを熱源とする熱その他の自然エネルギーを利用するための施設も含む。

資金使途

振興山村・過疎地域経営改善資金（（株）日本政策金融公庫融資制度）

12
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貸付条件

区分 補助事業 非補助事業

利率 1.35％（共同利用：2.35％） 1.20％

限度額 負担する額の80％以内 負担する額の80％以内又は次のいずれか低い額
（かっこ書きは、一定の要件を満たす場合）
① 個人：1,300万円（2,600万円）
② 法人・団体：5,200万円

（6,000万円、１億円、３億円、５億円）

償還期限 25年以内（うち据置期間８年以内）

（注）利率は、令和６年５月20日現在
最新の利率の掲載先URL：http://www.jfc.go.jp/n/rate/rate.html

参考

振興山村・過疎地域経営改善資金（つづき）



【参考】 中山間地域活性化資金(（株）日本政策金融公庫融資制度）

地勢等の地理的条件が悪く、農業生産条件が不利な中山間地域において、農林漁業を総合的に振興して地域の活性化を図るため、
①  農林畜水産物の付加価値の向上と販路の拡大を図る「加工流通施設」
②  農地、森林等の農林漁業資源を活用した「保健機能増進施設」
③  農業の担い手の定住化を促進するための「生産環境施設」

の整備を地方公共団体、民間事業者の技術、ノウハウを活用しつつ強力に促進する。

目的

貸付対象者、資金使途及び貸付条件

区分 加工流通施設 保健機能増進施設 生産環境施設

貸付対象者 中山間地域農林畜水産物を原材料とし
て使用する製造・加工事業、当該産物・そ
の加工品の販売事業であって、中山間地
域の農林漁業の振興に資すると認めら
れるものを営む者（中小企業者に限る）

農林漁業者又は農林漁業者と農林漁業
資源の利用契約、生産物の採取契約等を
締結し、農林漁業の生産力を直接維持増
進させる事業を行う者（中小企業者に限
る）

農林漁業等を営む者の組織する法人（こ
れらの者又は地方公共団体が主たる構
成員、出資者であるか又は基本財産の過
半を拠出し、農林漁業の振興を目的とす
るものを含む。）

資金使途 新商品・新技術の研究開発・利用又は需
要の開拓を行うのに必要な施設の改良・
造成・取得、それらを行うための特別の
費用の支出又は権利の取得

体験農園、体験牧場、林間スキー場、林
間キャンプ場、森林植物園、林間コテ－
ジ、林間遊歩道、釣り場、潮干狩場、遊漁
船等利用施設 等

活動管理休養施設、多目的研修集会施設、
健康増進施設、技術拠点施設、情報連絡
施設、廃棄物処理施設、簡易給排水施設、
集落道 等

貸付 利率 0.８5%～1.25% 1.20%

条件 限度額 負担する額の80％以内

償還
期限

15年以内
（うち据置期間３年以内）

25年以内
（うち据置期間８年以内）

（注）利率は、令和６年５月20日現在 （最新の利率の掲載先URL：http://www.jfc.go.jp/n/rate/rate.html） （再掲） 14

http://www.jfc.go.jp/n/rate/rate.html


令和６年度山村振興担当者向けセミナー
農村振興局
地域振興課

調査調整班
（石飛／稲本（法・計画）／齊藤（交付金））

03 – 6744 – 2498

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/
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